
令 和 ６ 年 寄 附 分                   寄附金税額控除に係る申告特例申請書 
 
令和 ○年 ○○月 ○○日 

江戸川区長       殿  整 理番 号  

住 所 
○○県○○市○○町○丁目○番地 
○○○マンション○○号室 

フリガナ エドガワ タロウ 

氏 名  江戸川 太郎 

個人番号             

生年月日 明・大 
昭・平 電話番号 ○○○-○○○○-○○○○ 

「個人番号欄」には、あなたの個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項

に規定する個人番号をいう。）を記載してください。 
 
あなたが支出した地方団体に対する寄附金について、地方税法附則第 7条第 1項（第 8項）の規定による寄附金税額控除に
係る申告の特例（以下「申告の特例」という。）の適用を受けようとするときは、下の欄に必要な事項を記載してください。 
 
（注１） 上記に記載した内容に変更があった場合、申告特例対象年の翌年 1月 10日までに、申告特例申請事項変更届出書

を提出してください。 
 
（注２） 申告の特例の適用を受けるために申請を行った者が、地方税法附則第 7条第 6項（第 13項）各号のいずれかに該

当する場合には、申告特例対象年に支出した全ての寄附金（同項第 4 号に該当する場合にあっては、同号に係るも
のに限る。）について申告の特例の適用は受けられなくなります。その場合に寄附金税額控除の適用を受けるために

は、当該寄附金税額控除に関する事項を記載した確定申告書又は市町村民税・道府県民税の申告書を提出してくだ

さい。 
 
１．江戸川区に対する寄附に関する事項 

寄附年月日 寄附金額 
令和 ○年 ○○月 ○○日 ○○,○○○  円 

 
２．申告の特例の適用に関する事項 
  申告の特例の適用を受けるための申請は、①及び②に該当する場合のみすることができます。①及び②に
該当する場合、それぞれ下の欄の□にチェックをしてください。 

① 地方税法附則第 7条第 1項（第 8項）に規定する申告特例対象寄附者である ☑ 
（注）  地方税法附則第 7条第 1項（第 8項）に規定する申告特例対象寄附者とは、(1)及び(2)に該当すると見込まれる

者をいいます。 
 (1) 地方団体に対する寄附金を支出する年の年分の所得税について所得税法第 120条第 1 項の規定による申告書

を提出する義務がない者又は同法第 121条（第 1項ただし書を除く。)の規定の適用を受ける者 
(2) 地方団体に対する寄附金を支出する年の翌年の 4月 1日の属する年度分の市町村民税・道府県民税について、
当該寄附金に係る寄附金税額控除の控除を受ける目的以外に、市町村民税・道府県民税の申告書の提出（当該申

告書の提出がされたものとみなされる確定申告書の提出を含む。）を要しない者 

② 地方税法附則第 7条第 2項（第 9項）に規定する要件に該当する者である ☑ 
  （注） 地方税法附則第 7条第 2項(第 9項)に規定する要件に該当する者とは、この申請を含め申告特例対象年の 1月 1

日から 12 月 31 日の間に申告の特例の適用を受けるための申請を行う地方団体の長の数が 5 以下であると見込ま
れる者をいいます。 

  

市町村民税 
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係
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提出日を記入してください。 

個人番号（マイナンバー）を 
記入してください。 

記入方法 

太枠内の項目をすべて記入してください。 

○○年○○月○○日 

寄附金を「支払った日付」と「寄附金額」を 
記入してください。 



ワンストップ特例申請書の注意点 
 

4
確認書類は正しい組み合わせ（下記記載の3パターンのいずれか）でご用意ください。
　※必ず個人番号確認書類1種類、本人確認書類（写真付きなら1種類、写真なしなら2種類）の提出をお願いします。
　※住民票を個人番号確認書類として提出する場合、マイナンバーの記載された住民票をご準備ください。

5
切り取った確認書類は、めくれないようにテープで貼り付けてください。
　個人番号確認書類の場合：必ず個人番号が表記された面を表にして貼り付けてください。
　本人確認書類の場合　　：必ず氏名・生年月日が表記された面を表にして貼り付けてください。

1 当該寄附の申請書を既にご提出済みの場合、再提出は不要です。
 ※すでにご自身でサイトより書類をダウンロードし郵送済みの方は、本書類同封の申請書の提出は不要です。

2
申請書の記載内容に誤りがある際は、二重線を引き、正しい内容を記載してください。
　※ワンストップ特例申請書に記載された住所の市町村をもとに、税額控除通知を行います。申請書の住所欄が住民税課税住所である
ことをご確認ください。

3
自治体名をご確認ください。
　※他自治体宛の申請書では受付することができません。

「書類不備」については、寄附申込時に登録されたお電話へご連絡させていただきます。書類不備の場合は、ワンストップ特例は
適用されませんので、連絡があった場合にはできるだけ早くご対応いただきますようお願いいたします。 
「ワンストップ特例申請の受付完了のお知らせ」については、寄付申込時に登録されたメールアドレスへ連絡をさせていただきま
す。ドメイン【@logoform.jp】からのメールを受け取れるよう設定をお願いします。 


